
 

30日機輸総企第 303号 

平成 31年 2月 4日 

組合員各位  

                                                          日本機械輸出組合 

専務理事 倉持 治彦 

                                                         

JMC海外危機管理強化セミナーの開催について 

    （１）「海外の事件・事故における企業のメディア対応のポイント」 

    （２）「海外危機管理 意外と知らない企業の盲点」 

①海外拠点における危機管理 

②暴動・政変等による国外退避の課題 

③海外危機管理に関わるサービスのコスト削減、実例紹介 

 

平素より組合員の皆様には当組合の運営に大変お世話になっております。 

海外においてテロなどの事件・事故に巻き込まれた場合、企業としては被災者対応だけでなく、

現地、日本本社双方におけるメディア対応が非常に重要な課題となりますが、対応方法が分からな

いという企業がほとんどであると思われます。 

 また、企業にとって海外拠点における危機管理、国外退避、危機管理サービスのコスト削減など

は、関心は高いが、簡単にノウハウを得るのが難しいのが現状であると思われます。 

今回は企業の関心の高い上記テーマの専門家をお呼びし、海外危機管理強化セミナーを開催いた

します。通常は入手困難な情報も含まれる貴重なセミナーですので、海外危機管理担当者様に是非

ご参加いただきますようご案内申し上げます。 

 

                    記 

 

１．日時 平成３１年２月２８日（木） １４：００～１６：４５ 

 

２.場所 日本機械輸出組合 第一会議室 

   東京都港区芝公園 3丁目 5番 8号（機械振興会館 4階） 

 アクセス(下記 URLの地図参照) 

   http://www.jmcti.org/jmchomepage/shoukai/shozaichi/index.htm 

 

３．参加費 無料（組合員限定） 

 

４．テーマ 

（１）「海外の事件・事故における企業のメディア対応のポイント」＜６０分＞  

   <想定危機シナリオ>東南アジアで爆弾テロ発生。日本企業の現地駐在員等が死傷。 

   ①クライシス・コミュニケーション（Crisis Communication：危機管理広報）の必要性 

   ②海外での事件・事故発生直後に日本のメディアが行う取材活動概要  

    (A)現地支局 (B)本社（東京など） 

   ③死傷者が発生した日本企業のメディア対応（初動対応） 

    (A)現地法人 (B)本社 

http://www.jmcti.org/jmchomepage/shoukai/shozaichi/index.htm


   ④メディアへの初動対応のポイント【記述演習方式】 

    初動対応でやってはいけないこと＆やるべきこと 

    (A)緊急記者会見 (B)メディアから予想される想定質問 

   <講師> 危機管理・広報コンサルタント、ライター 平能哲也(ひらのてつや)氏 

 

（２）「海外危機管理 意外と知らない企業の盲点」 ＜９０分＞ 

   ①海外拠点における危機管理 

    ・本社と拠点の役割分担は？ ・本社が介入するべきか？ 

   ②暴動・政変等による国外退避の課題 

    ・退避する理由って？ ・退避する手段は大丈夫？ ・社内のすり合わせは？  

   ③海外危機管理に関わるサービスのコスト削減、実例紹介 

    ・何のサービス対してのコスト？ ・実際に必要なサービスは何？ 

    ・組み合わせを変えたらどうなる？ 

  <講師> 安全サポート株式会社 代表取締役 有坂 錬成氏 

 

５.講師プロフィール 

【講師 1】危機管理・広報コンサルタント、ライター 平能哲也氏 

 ・PR会社に 16年勤務の後、フリーランスのコンサルタントとして独立。現在まで 

  約 35年の業務経験。 

 ・危機管理（大地震、感染症対策、企業の事件・事故、SNSセキュリティ対策など）、 

  危機管理広報（緊急時メディア対応、緊急記者会見など）、広報に関するトレー 

  ニング、セミナー、マニュアル、コンサルティングなどを中央省庁、自治体、企業、 

  団体等へ多数実施。 

 ・著書に「実践！ネットワーク社会の危機管理」など。新聞、雑誌等への寄稿。 

  

【講師 2】安全サポート株式会社 代表取締役 有坂 錬成氏 

 ・住友海上火災保険株式会社(現三井住友海上)でデュッセルドルフ駐在員を経て 

  ミュンヘン事務所長就任。1999年外務省に出向し「誘拐対策マニュアル」の 

  編集等を担当。 

 ・2005年に安全サポート㈱を設立、代表取締役に就任。 

 ・直近の主な活動は、企業に対する海外危機管理体制構築コンサルティング、講演、 

  マニュアル作成、退避計画作成、重大事案発生時の対応アドバイスなど。 

  外務省共催の海外進出企業向け安全対策セミナー講師、JICA(国際協力機構)業務 

  で中東アフリカ等における安全対策セミナー講師も務める。 

 

６．お申し込み方法 

 

【定員】５０名（先着順） 

【参加費】組合員限定・無料 

 お申込みは、お手数ですが、当組合ＨＰの「セミナーご案内」(下記 URL)から 

 お願いいたします。 

 恐縮ですが、平成 31年 2月 22日(金)までにお申し込み頂ければ幸いです。 

 （http://www.jmcti.org/jmchomepage/semminar/index.htm#support） 

  

http://www.jmcti.org/jmchomepage/semminar/index.htm#support


HPからの申込が難しい方は、Eメール（yokozeki@jmcti.or.jp）でご連絡下さい。 

 ・受講券等はお送りしませんので、当日、会場受付にて御名刺をご提出下さい。 

 ・定員になり次第、恐縮ですが締め切らせていただきます。 

 ・本セミナーは組合員限定となります。 

（本件問合せ先） 

  日本機械輸出組合 総務企画グループ 横関 

  TEL:03-3431-9560  E-Mail: yokozeki@jmcti.or.jp  

                                       以上 

mailto:yokozeki@jmcti.or.jp）でご連絡下さい
TEL:03-3431-9560
mailto:yokozeki@jmcti.or.jp

